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柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管理業務委託の検討資料等

 表 ストックマネジメント実施計画に掲げる達成目標

 柏市下水道管路施設の包括的民間委託導入検討資料

 柏市公共下水道管路施設の包括的民間委託導入に伴う基本検討業務仕様書

 手法比較の検討結果（抜粋）

 財政部局への説明資料

 下水道管路の包括的民間委託の導入について

本資料の事案概要等については、ガイドライン本文、事例７を参照。

なお、本資料は、本ガイドライン改定前の資料であるため、検討方法については、

本ガイドラインと一致しない点がある。
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柏市公共下水道管路施設の包括的民間委託導入に伴う基本検討業務仕様書 

 

１．業務の目的 

柏市公共下水道の管路施設は設置から５６年を経過しており、高度成長期に整備

した老朽管路施設が急増している。また、職員が日常業務に追われ、健全な維持管

理が出来ない状況である。平成２７年度に策定した柏市下水道中長期経営計画は、

市内の膨大な下水道管路施設（ストック）について、計画的な調査・点検と、改

築・更新を行う計画となっている。さらに、下水道管路施設の保全及び機能の確保、

事故防止、コスト縮減を行い、事後保全型から予防保全型への移行が求められてい

る。持続可能な下水道経営を確立するうえで、限られた予算及び職員数の範囲でそ

れら事業を効率的かつ質の確保・向上を目指しながら実施するためには、民間リソ

ース（包括的民間委託）の活用が有効となる。 

本業務は、管路施設の健全な管理のために、包括的民間委託のスキームの検討、

導入後の執行体制の検討、効果の測定等を行い、柏市公共下水道における管路施設

へのパッケージ型包括的民間委託の有効性について検討、評価を行うものである。

また、その検討・評価に基づき、公募型プロポーザル方式を運用する枠組み（スキ

ーム）を検討するとともに、この公募条件となる「柏市下水道管路施設包括的維持

管理業務に関する基本協定書（仮称）」の仕様書にあたる「要求水準書」等の作成

を検討するものである。 

※ここでいうパッケージ型とは、調査・点検と改築・補修の組合せを想定している。 

 

２．業務委託名 

柏市公共下水道管路施設の包括的民間委託導入に伴う基本検討業務 

 

３．予定契約期間 

契約日より平成２９年３月３１日まで 

 

４．支払回数 

業務完了検査合格の後、一括払いとする。 

 

５．契約方法 

総価契約 

 

６．担当 

土木部 下水道整備課 小泉 

電話 ０４－７１６７－１４２９ 
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７．対象エリア 

柏市公共下水道事業認可区域 

（汚水）面積５，２９７ｈａ 処理人口 ３８１．６千人 

（雨水）面積３，７３０ｈａ 

 

８．対象施設 

柏市公共下水道管路施設（Ｈ２７末） 

汚水管 約１，０６０ｋｍ 

雨水管 約  １４３ｋｍ 

合流管 約   ５２ｋｍ 

合 計 約１，２５５ｋｍ 

 

９．業務項目・内容 

（１）前提条件の整理 

過年度までの柏市公共下水道の計画関連の成果等をもとに、管路施設のパッケ

ージ型包括的民間委託事業導入に求める効果から達成すべき目標を整理する。 

また、下水道管路施設に係る官民連携事業の先進的な先行事例を整理するとと

もに、事業の導入や事業者選定において適用される関連法制度を整理する。 

 

（２）官民連携事業施設範囲の検討 

柏市より提供する既存施設の情報をもとに、既存の管路施設の情報を整理し、

そのうえで、本市が策定したストックマネジメント計画の PDCA サイクルを効率的

に回すために必要な包括的民間委託事業の施設範囲の検討を行う。 

 

（３）官民連携事業スキームの検討 

1）パッケージ型包括的民間委託を導入するうえで主に以下に示す事業スキーム

の検討を行う。 

・事業範囲（調査・検討、改築・更新、新規整備、運営・維持管理）の検討 

・事業手法（委託、DBO、PFI 等 PPP）の検討 

・事業期間の検討 

・資金調達手法（公的資金、民間資金）の検討 

・契約手法の検討 

また、上記のスキームの検討結果を元に、含まれる業務の範囲から参加する民

間事業者を想定し、主に次項の公募型プロポーザルを実施するための枠組み（ス

キーム）の検討を行う。 

 

2）主な検討項目 

以下の各項目の検討を踏まえて、導入スケジュール（案）と契約事務手順
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（案）を検討する。 

① 柏市下水道管路施設包括的維持管理業務（仮称）公募型プロポーザル実施

要領（案）では、募集書類に示す参加資格要件（案）を検討する。 

② 柏市下水道管路施設包括的維持管理業務（仮称）要求水準書（案）の作成

を検討する。 

③ 柏市下水道管路施設包括的維持管理業務（仮称）対象範囲図（路線図等）

（案）では、入札図書の作成を検討する。 

 

3）柏市下水道管路施設包括的維持管理業務（仮称）要求水準書（案）の内容を

検討する上での留意事項 

① 本業務を受託する民間事業者（受託者）に求める業務の要求水準と受託者

が実施しなければならない最低限の業務内容を定めるものであること。 

② 本業務の主体である「計画的維持管理業務（点検・調査、清掃）」、「長

寿命化計画に基づく改築業務」がストックマネジメントの PDCA サイクルによ

って改善されるように、関係する計画（例えば維持管理計画や長寿命化計画

等）とその見直しが盛り込まれていること。 

③ 委託者と受託者の両者が適切に履行監視・評価できる「仕様や業務指標

（PI）等」が盛り込まれていること。 

④ 業務対象内容及び範囲図については、参加者に疑義が生じないように明示 

すること。 

⑤ 要求水準書（案）は、「柏市下水道管路施設包括的維持管理業務に関する

基本協定書（仮称）」の仕様書にあたり、契約解除（損害賠償）規定に相当す

る内容が盛り込まれることとなるため、法律要件や法律効果等の法的観点から

検討すること。 

 

（４）執行体制の検討 

パッケージ型包括的民間委託を導入するうえで、現状の執行体制における下水

道管路施設に係る業務の確認・洗出しを行い、導入した場合の柏市の直営に比し

た業務コスト削減効果の測定を行う。併せて、導入時のモニタリング実施体制・

内容の検討を行う。 

 

（５）民間市場調査 

パッケージ型包括的民間委託の実施が想定される民間事業者を複数業者抽出し、

それらの民間事業者に対して、以下の点について、市場調査を行う。 

・事業スキーム（事業対象エリア、事業範囲、事業期間等）の適切度合い 

・パッケージ型包括的民間委託への参画意向度合い 

・下水道管路施設において適用が有効な新技術 

・導入スケジュール（案）の適切度合い 
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・参加資格要件（案）の適切度合い 

 

（６）導入効果測定 

パッケージ型包括的民間委託実施における事業費の算定及び VFM（バリュー・

フォー・マネー）算定の前提条件の整理を行ったうえで、VFM 算定シミュレーシ

ョンを実施する。VFM 算定シミュレーション結果については、柏市の財政計画と

整合性確認を行う。 

 

（７）次期以降の官民連携事業に関する検討 

道路施設や水道施設等の公道関連のインフラ施設と下水道管路施設の管理・運

営業務のパッケージ化について、人的相乗効果、新技術を含めた資機材面での相

乗効果について分析・評価を行い、その有効性を検討する。 

 

（８）総括 

前節までの検討結果を元に、最適なパッケージ型包括的民間委託のスキーム

（案）、導入までのスケジュール（案）、業務要求水準書（案）等の図書、導入

後の執行体制（案）を提示するとともに、それらの内容について、庁内・外部向

け事業概要説明資料を作成する。 

また、導入に向けての課題の整理を行うとともに、道路施設や水道施設等との

さらなるパッケージ化を見据えた次期以降の官民連携事業の展望を示すものとす

る。 

 

10．成果品 

本業務をとりまとめた報告書（金文字黒表紙製本１部）と電子データ一式

（正副２枚，CD-R 等） 

 

11．打合せ協議 

打合せ協議は、初回、中間２回、最終回の計４回を基本とする。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手法比較の検討結果（抜粋） 
 











































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務部局への説明資料 
 



下水道管路施設の老朽化対策に関する包括的民間委託

１ 平成26～27年度の2ヵ年でストックマネジメント計画を策定（改築更新事業の平準化・下水道サービスを持続的に提供）
２ 平成28年度からの10ヵ年計画 調査・点検 560km 改築・更新 70km 事業費 調査･点検 年間1.3億円 改築・更新 年間10億円を予定

ストックマネジメント計画策定

１ 下水道施設の老朽化が進行 現時点で年間30箇所程度の陥没やツマリの発生 今後も増大 ⇒予防保全型への移行が重要
２ 維持管理費の増加 現状の維持管理費2～3億円、事後対応型だと、10年間で1.5倍になる試算

下水道管路施設の老朽化対策が急務！

予防保全型の維持管理とは
更新時期の平準化と総事業費の削減を図るために、損傷や劣化
が進行する前に適切な対策を行う管理手法

本市の下水道管路延長 約1,255km

（単位：件）

ツマリ 悪臭 陥没 合計

H20 2008 50 5 36 91

H21 2009 30 5 30 65

H22 2010 37 8 20 65

H23 2011 50 9 34 93

H24 2012 26 10 15 51

H25 2013 42 6 7 55

235 43 142 420

(56%) (10%) (34%) (100%)

年度

合計

本市のツマリ･陥没等の発生状況

ストックマネジメント計画による改築事業費 柏市下水道中長期経営計画 抜粋

ストックマネジメント計画による点検・調査費 柏市下水道中長期経営計画 抜粋

老朽化施設の増加による事故や機能停止を防ぐには、予防保全型管理や効率的な維持管理・改築・予算の平準化等が必要となる

布設後50年以上経過する古い管きょが今後加速度的に増加する見通し
コンクリート管の耐用年数は一般的に50年

松葉町・大津ケ丘団地の移管

数値はイメージです

アウトカム（成果・結果）目標にします

数値はイメージです



１ 下水道関係職員の1年間の業務内容を分析し集計（予防保全型業務を行う場合、職員が何人工必要になるか） ⇒ 4人必要
２ 民間委託により、職員増（4名）のコスト縮減 ⇒ 職員はコア業務（専門性・非定型・企画業務・マネジメント業務）に

予防保全型移行に伴う業務量の把握

市内業者の育成を重要視し、日常管理業務（緊急対応等）は包括に含めず！（民間市場調査に基づく、国や先進都市との協議により判断）
理由 １ 実際に「現場」に出向く人との関係が崩れない方式が重要 （契約更新時に大手が手を引いた場合影響大）

２ 日常管理業務も今後委託のあり方を検討（別枠組の包括委託検討） ⇒ 最後に頼りになるのは地元業者
課題 予防保全型業務を中心とした包括的民間委託は全国的に見ても前例がない

包括的民間委託の業務範囲と留意事項

１）全国規模の管更生メーカー、管路維持管理企業
・事業への興味関心、参画意欲 高い ・事業期間は３年以上を希望
・計画的維持管理（とくに改築更新）は含まないと、参画意欲が減少
２）市内の大手の土木業者、東葛管内の管路維持管理企業
・事業への興味関心、参画意欲 高い ・事業期間は１年～３年を希望
・計画的維持管理、日常管理業務をすべて事業範囲に含むことで良い
３）現在、下水道管路施設の緊急対応を実施している市内の業者
・事業への興味関心はあるが、参画意欲は現時点では判断できないとした企業が多い
・事業期間は、１～３年を希望（長期契約は現状どおり受注できるかが不安）
・緊急対応、定期清掃・修繕を事業範囲に含むことは問題あり

⇒ 日常管理業務（緊急対応、定期清掃、修繕）は事業範囲から外す

民間市場調査

直営 主な請負・委託

・発注、監督検査　・地元調整　　・国、県等調整　・議会関係
・会計検査　・交付金関係　・開発行為等の指導及び審査
・供用開始関係業務

・計画　・設計　・建設工事

・発注、監督検査　　・地元調整　・苦情電話受付（開庁時）
・現地確認（開庁時、詰まり以外）　・公共下水道設置申請
・下水道台帳閲覧対応
・特定・除害施設に対する水質指導監督　・開発行為等の調整
・コミプラ地区移管に関する手続き　・排水設備の申請・検査
・排水設備工事店の認定及び指導　・法定外公共物等に係る申請
・排水施設台帳の調整及び保管
・排水用地の取得，借地，補修及び登記事務

・管路点検調査　・管路維持補修工事
・管路清掃　・苦情電話受付（閉庁時）
・現地確認（閉庁時及び開庁・詰まり時）
・水質分析
・ポンプ場等運転管理、修繕補修
・桝設置工事
・ポンプ施設保守点検、清掃
・樋管操作

・予算編成、執行管理　　・資金計画
・企業債，国庫等の補助及び一時借入金の管理
・資産の取得，管理及び処分の総括並びに減価償却
・中長期経営計画等の総合調整　・下水道事業の広報・啓発
・受益者負担金徴収　・下水道使用料の管理

・受益者負担金システム管理
・住民情報系システム業務処理
・下水道料金システム管理
・下水道料金徴収　・下水道料金収納

下水道
維持管理
課

下水道
経営課

種別

下水道
整備課

１）市長
包括委託を導入することにより、市内業者の育成や繁栄が不利になら

ないよう要検討すること
２）副市長
柏市独自のデータに基づき、適正な包括委託範囲を決めること

「職員が足りないから包括」、それでは理由が弱い
「包括委託を導入しないほうが良かったと」ならないよう、先進事例等
よく調査し進めてほしい。
３）議員（一部意見抜粋）
・トップランナー方式によって、自治体職員が減らされ自治体職員の非正規
化。行政サービスの民営化・民間委託により市場競争原理の発生。契約更新
時に資本力の強い業者だけが生き残り、受託業者の労働者にも影響。
・職員を増やせば、直営で出来るのではないか？などの意見も

上層部・議会対応

包括的民間委託導入による執行体制

増減無し４人増

現状の直営、委託請負の考え方で、予防保全型維持管理を導入した場合
、現状の直営の体制では実施が困難である。

包括的民間委託の導入が有効



取組スケジュール

執行体制の検討

実施方針のとりまとめ

関連企業、地元企業への市場調査

要求水準書素案の作成

包括的民間委託導入

アドバイザリー契約
（要求水準書・募集要領・選定基準・契約書）

募集公告・説明，契約
（説明会，質問，契約，引継ぎ準備）

導入効果の検証

・施設範囲の検討 ・事業範囲の検討
・事業手法の検討 ・事業期間の検討
・契約手法の検討

・業務要求水準の作成
・リスク分担（案）の作成

現時点

H28.11~H

30.3

H30,4~

H30.9

事業スキームの検討

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

・現状執行体制の業務コスト構造分析
・包括導入後の執行体制検討コスト削減効果算定

・事業スキーム等に対する意見徴収
・参画意向の確認

・コスト削減効果の算定

巡視点検

全箇所

マンホール内点検
管路内スクリーニング調査

劣化箇所推測

管路内カメラ調査

次期「対策措
置の判定と予
定価格の積算

」

次期包括委託へ

直営管路内カメラ調査

対策措置の判定
と予定価格の積

算

修繕
管更生設計・工事
（布設替工事除く）

ストックマネジメント実施計画見直し業務

Ｈ２８・Ｈ２９の調査点検路線
（直営にて個別に委託済み）

改築修繕を包括委託へ

Ｈ３０以降調査路線
包括委託にて調査点検

改築修繕は次期包括委託へ

直営マンホール内点検
直営管路内ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査

全箇所

劣化箇所推測

直営巡視点検

予
防
保
全
的
維
持
管
理

枠組み（案） 包括範囲
外

包括的民間委託

※導入は平成30年9月を目標
取付管（Zパイプ）の調査補修も包括に含めるか検討中（市単独費）
対策措置の判定と予定価格の積算は包括に含めない（会計検査対応）

１ 平成28年度 導入のための基本検討業務を実施 平成29年度 契約のための仕様書，事業費の算定
２ 議会承認「債務負担行為」（平成30年3月） 公募（平成30年4月） 受託者選定（平成30年9月を予定）
３ 目標 事業費の平準化とコストの縮減，陥没発生率２０分の１に「アウトカム（成果・結果）目標にします」

包括的民間委託の導入スケジュールと枠組み

１ 人口20万以上の都市で事業費の総額が10億円以上の場合、ＰＰＰ／ＰＦＩの導入検討を義務化（内閣府 平成27年12月）
２ 民間事業者の専門性を活用し、サービスの向上と事業の効率化、コストの縮減を図る（柏市民間委託推進指針（平成29年4月））
３ 今後は全国的にライフラインの老朽化は顕著であり、民側の人員確保も必要である（長期契約・民の創意工夫など魅力的な発注形態）

政府の方針・市場の動向

平成２９年度先導的官民連携支援事業（第１次）の採択（国費1千３.6百万円)を活用し検討
・平成28・29年度のカメラ調査結果等により事業量、事業内容、事業対象エリア、事業期間等を確定
・要求水準書（案）、実施要領（案）を策定
・包括的民間委託導入のコスト削減効果、定性効果を検討・評価

今後の検討（平成30年3月まで）



先導的官民連携支援事業
申請書類より抜粋

平成29年度先導的官民連携支援事業 （うち情報整備支援型分）

事業工程

ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
実
施
計
画

策
定

事
業
構
想
の
検
討

事
業
方
式
の
選
択

～H28.3

本支援事業による業務包括的民間委託
導入可能性調査

包
括
的
民
間
委
託
の
事
業
ス

キ
ー
ム
案
決
定

H29.6~
H29.11頃

修
繕
・改
築
の
対
策
判
定

H29.12頃

事
業
ス
キ
ー
ム
の

検
討

事業内容に係る図表事業／施設の位置図

Ｔ
Ｖ
カ
メ
ラ
調
査

（直
営
に
て
実
施
）

企
画
・提
案
・

事
業
化

プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
評
価

(

実
施
要
領
案
作
成
ま
で)

H30.3頃

平成20 年にＪＲ柏駅前で下水道管
路の老朽化による陥没事故が発生

H29.3

H29.6～H30.3

巡視点検、人孔内内点検
管路内ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査

劣化箇所推測

管路内カメラ調査

修繕・改築箇所特定

次期包括委託へ

直営管路内カメラ調査

修繕・改築箇所特定

修繕、管更生設計・工事
（布設替工事除く）

下水道台帳閲覧サービス業務（導入するか検討中）

ストックマネジメント実施計画見直し業務

公共汚水桝内点検・取付管改築

緊急時及び災害対応業務(導入するか検討中）

H30以降調査路線（包括委託開始後）

直営巡視点検、人孔内点検
直営管路内ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査

劣化箇所推測予
防
保
全
的
維
持
管
理

そ
の
他

・事業期間：３年～5年程度
・事業対象エリア：予防保全的維持管理：幹線及び支線の一部
※平成２７年度末に共用開始後25年を経過した管渠を優先して実施

H28・29調査路線（包括委託開始前）

事
業
実
施
方
針
の
決
定

H29.12~
H30.3頃

H29.5~
H29.9頃

事
業
範
囲
の
検
討

H29.11~
H29.12頃 募

集
書
類
の
公
表

【分類：類型Ⅳ－B】下水道管路施設包括的民間委託（改築事業含む）に係る情報整備等支援業務
（調査対象箇所：柏市公共下水道事業計画区域） 【調査主体】柏市



下水道管路の包括的民間委託の導入について

柏市土木部下水道整備課

柏市下水道公式キャラクター
れんこちゃん手賀沼（手賀大橋上空）



年間事業費予定（老朽化対策）
・調査点検費 1.3億円
・改築事業費 10.0億円

下水道インフラの総合的かつ計画的な老朽化対策の推進

財政負担の軽減・平準化を目的

予防保全型維持管理

管きょの長寿命化対策の状況（旭町）

ストックマネジメント計画の基本方針
対象管路(H37時点で35年経過した管路)
・約５６０ｋｍを調査点検
・約７０ｋｍの改築を10年で実施

（コンクリート系管路 全体延長７５５ｋｍ）
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90億 77億

31.9億

11.3億

33.8億

管理運営費

新設整備

老朽化対策

その他

下水道事業費の内訳
役割 施策の分類

管理・運営費 維持管理費、汚水処理費、減価償却費など

建設改良費 汚水管、雨水管の新設整備費

建設改良費 老朽化対策費（予防保全型維持管理）

建設改良費 その他（企業債の償還金、流域建設負担金など）

想定される全体の
下水道事業費
167億円

管理・運営費 90億円
建設改良費 77億円
（内老朽化対策 11.3億円）

15%
54%
管理・運営費

46%
建設改良費

建設改良費内訳

全体事業費割合（内訳）
167億円

建設改良費の割合（内訳）
77億円
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老朽化対策の手法検討

管路の新設整備に加え，今後は管路の老朽化対策として全体事業費ベー
スで７％（建設改良費ベースで１５％）程度の新たな業務が発生。

しかし、職員は日常業務等に追われ対応が困難な状況

そこで管路の予防保全型維持管理への移行のために有効な施策を模索

・直営方式・包括的民間委託・ＰＦＩ方式などから検討

・国や市の施策

人口２０万人以上の自治体はＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入を優先的に検
討をすることを規定

検討の結果、包括的民間委託が本市の事業に適すると判断
包括的民間委託導入に伴う基本検討委託を実施（Ｈ２８．１１～Ｈ２９．７）

（執行体制の検討・事業スキームの検討・民間市場調査など）
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包括的民間委託の利点

柏市の下水道は、これまで維持管理業務の分野ごとに個別に発注して
いました。

緊急対応、清掃、調査・点検、設計

修繕工事、改築工事（布設替・管更正）など

予防保全的業務にあたる「調査・点検（清掃含む）、設計、改築工事
（管更正）」一連の業務をパッケージ化し、かつ複数年契約にょる効率
化を図ります。

包括的民間委託を導入することにより、民の創意工夫を活かした維持
管理の効率化と質の向上が期待されます。

コスト削減・事務負担の軽減・迅速化

最終的に市民サービスの向上に繋がる

4/9



包括的民間委託の効果

従来の直営方式に比べると

・コスト 年間１億円程度の削減

・人 員 職員４人工増が不要

・維持管理における迅速な対応

民間側

・民側の新たな雇用の創出

・工事の平準化によるコスト縮減と人員の確保

市民

・陥没等のリスクの低減

・安心して下水道を利用できる
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全国の包括的民間委託の導入状況

発注形態と発注レベルについて

管路包括の事例は少なく、予防保全型の維持管理に特化した包括は全国初の事例

性能発注を組み合わせた発注方式に段階的に移行（第1期はレベル１）

包括的民間委託の状況
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包括的民間委託の受託者のイメージ

地元業者の要望を反映し、第一期の包括委託から日常管理業務（緊急

対応、清掃業務（緊急対応）、簡易な修繕など）や改築工事（布設替）を
除いています。

7/9

柏市

地元土木業者 コンサルタント 維持管理企業 管更正メーカー

管更正メーカー地元土木業者代表企業 コンサルタント維持管理企業

共同企業体（ＪＶ）

統括管理 計画的維持管理 計画的設計 計画的改築

一元的管理
業務計画

調査・点検
清掃業務など

改築設計
SM計画の見直し

改築工事



事業の概要及びスケジュール

• 平成３０年第１回定例会（３月）

債務負担行為の設定

• 平成３０年４～５月

公募、公告手続き

• 平成３０年８～９月

審査・契約手続き

• 平成３０年１０月

業務開始予定

8/9

包括的民間委託の概要（案）
事業費 約３３億円
事業期間 平成３０年１０月～平成３４年９月まで
事業内容 簡易カメラ調査 ４８５ｋｍ

テレビカメラ調査 ９６ｋｍ
改築工事延長 ４．４ｋｍ



１ 受託者によるセルフモニタリング
２ 柏市によるモニタリング
３ 第三者機関によるモニタリング

検査及びモニタリング体制

市職員の業務が監督から監視に代わります。選定された受託者が、契

約に定められた業務を確実に遂行しているか確認する必要があります。
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